
  

 

 

                 

 

国交委員会にて公団住宅（UR）について質問に 
２/２６予算委員会分科会にて公団住宅（UR）の現状と課題、建て替えや家賃、空室対 

策にバリアフリー（エレベーター設置等）、商店会などについて質問に立たせて頂きました。 

日本は急速な少子高齢化を迎え、現在世帯数５２００万戸に対し住宅は６０６３万戸あり、 

約８６３万戸住宅が余る時代となり、住宅政策の転換を図ってきました。 

イギリスのニュータウン計画をモデルに多摩ニュータウン等も時代の大きな役割を担って 

参りました。イギリスは、人口構成などを考えて入居したため、うまく機能していますが、 

日本は、当時、同世代の３０代４０代の中堅勤労者が入居したために４０年が経って一気に 

高齢者中心になっております。多摩の小中学校も１２校が統廃合されました。４０年を過ぎた団地の建て替

えと共に、これまで住まれてきた方々の大切なセーフティーネットとしては勿論、人口構成なども考慮し、ま

た脱原発時代に再エネ、省エネ、自家発電などの積極的な活用で、新たな町づくりのヴィジョンと描き、引

き続き公団住宅の多様な役割を求めて参ります。 

 

公団住宅の空室対策について 
私もこの５年間、地元団地を歩かせて頂き、空室にはポストに鍵がかけ

られておりますが、改めてその多さに驚きました。例えば、多摩市の貝

取団地は４５２戸のうち１０３戸で空室率２３％、永山団地は３００９/５２３で

１７．４％、町田市では鶴川団地１６８２/４３４で２６％、藤の台団地は２２２７

/５６０で２５％、山崎団地は３３００/６５０で２０％といずれも２０～３０％の空

室率になっております。このことで団地の商店街がシャッター通りになっ

ている要因にもなっております。民間の経営感覚からみれば、考えられ

ないことです。住宅公団（UR）も現在１４兆円の赤字を抱えている中で、

まず空室を埋めることが最優先と考えます。商店街も同様です。 

 

 

公団住宅の家賃について 
東京多摩公団住宅自治会協議会で２０１７年９月に実施されたアンケートで３０団地１５９８２戸の回答では 

公団に住み続けたいと８２％、家賃の負担が重たい８２％でした。また年金受給世帯は６９％、うち年金だけ

の世帯は４８％で、年収２４２万未満世帯が４３％、２００万未満世帯が３０％を占めております。つまり、年金

のみの生活者が増え、年齢とともに所得が少なる一方で家賃の比重が重くなっている現状です。そして公

団（UR）は、近傍同種家賃という近隣と比較し、その相場家賃を近づける考えでおり、各団地にて家賃が

上がっているケースも多くあります。４０年以上たった古い住宅の家賃を上げたら空室が増えることも当然で、

民間も築が古くなれば家賃が下がるのが一般的です。古い団地の家賃は少なくとも上げるべきではないと

思いますし、家賃を下げてでも空室を埋めることのほうがプラスだと思います。家賃の減免を定めた機構

法２５条４項が適用されていないケースにおいても適用範囲も拡充するべきです。 
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公団住宅のバリアフリー（エレベーター設置）について 
まだ団地のほとんど５階建てでエレベーターが設置できておりません。高齢者の方々は勿論、若い世代

でも左手にベビーカー、右手に買物袋、赤ちゃんを抱いて３階４階５階まで上がっていくのは大変です。家

賃が上がらずにエレベーター設置できるように要望をしていきます。 

 

４月は多摩市長選挙と市議会補欠選挙があります。 
現在、国政は「希望の党」、地方は「都民ファーストの会」が管轄をし、両党協力関係で国と都と市の連

携を進めております。２/２５は、町田市にて市議会選挙があり、都民ファーストの会から出馬した２人が上位

当選をさせて頂きました。今度は４月に多摩市長選と市議補選があります。次の世代に向けた新しい政策

を掲げさせて頂き、スピード感をもって政策実現へ、ワクワクする多摩市を創らせて頂きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

皆様のお声を是非お聞かせください。返信 FAX は 042-729-7935 までお願い致します。 

                                                  
                                                  
                                                  
                                                                                                                                                                                                                                                                                  

ご氏名：               ＴＥＬ：              ＦＡＸ：               

ご住所：                       ＭＡＩＬ：                   

       

 

伊藤俊輔プロフィール 
・１９７９年８月５日 町田市まれ 町田市在住 

・富士幼稚園卒 ・桐蔭学園小・中・高・大卒 

・中国北京大学留学 ・中央大学経済学部卒業 

・会社経営元役員 ・維新政治塾１期生 

・第４６回４７回衆議院議員選挙 次点 

・第４８回衆議院議員選挙７６４５０票 初当選 

主な役職／国土交通委員会／原子力特別委／議院運営

委員会／党国対役員／原発ゼロの会／日中友好議連／

日独友好議連／日本パプアニューギニア議連／障がい・

難病政策推進議連／旧公団居住安定化推進議連 
 

HP      http://www.i-shunsuke.com    Mail  officeshunsuke2012@gmail.com 
Twitter   http://twitter.com/shunsuke_ishin  FB  http://www.facebook.com/shunsuke.ishin 
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・多摩市を日本一環境先進都市へ。 ・待機児童ゼロへ。多摩市は現在、待機児童８９名。 

・多摩都市モノレール延伸で多摩センター駅→鶴川駅→子供の国線の南北を繋ぐ路線提案。  

・団地の建て替え、空室対策と家賃、バリアフリー（EV設置） ・物を売る街から時間を売る街へ。 

・オープンスペースを活用し、通年エンターテイメントの街へ。 

・オリンピックで多摩市も自転車ロードレース会場になります。最大限経済効果を。 
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